
（平成２５年７月３日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認四国地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 5 件

厚生年金関係 5 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 10 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 7 件



四国（愛媛）厚生年金 事案 1060 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を 15 万円と

することが必要である。 

なお、事業主が、申立人に係る申立期間の当該標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 20年 12月 19日 

申立期間において、Ａ社から支給された賞与から厚生年金保険料が控除さ

れていたにもかかわらず、標準賞与額の記録が無いので、記録を訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の破産管財人から提出された支給控除一覧表、申立人から提出された預

金通帳及び複数の同僚の賞与支給明細書により、申立人は、申立期間において、

同社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞

与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、前述の支給控除一覧表において確

認できる厚生年金保険料控除額及び賞与額から、15 万円とすることが妥当で

ある。 

なお、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料の事業主による納付義務の履

行については、Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている上、

事業主からも回答を得ることができず、このほかに確認できる関連資料及び周

辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの標準賞与額に係る届出を、社会保険事務所（当時）に対して

行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たら

ないことから、行ったとは認められない。 



四国（香川）厚生年金 事案 1063 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ営業所における資格喪失日に係

る記録を昭和 34 年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万円とす

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

 氏    名 ： 男（死亡） 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

 住    所 ：  

   

   

   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 34年５月 31日から同年６月１日まで 

私は、Ａ社に継続して勤務したにもかかわらず、申立期間が厚生年金保険

に加入していない期間となっているので、年金記録を訂正してほしい。 

  （注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社本社人事部の回答及び同僚が保管する給与明細書から判断すると、申立

人は、同社に継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められる。 

なお、オンライン記録によると、Ａ社Ｃ営業所が厚生年金保険の適用事業所

となったのは昭和 34 年６月１日であることが確認できる上、同社本社人事部

は、「申立期間当時、Ｃ営業所の社員は、同営業所が厚生年金保険の適用事業

所となっていなかったため、Ｂ営業所で同保険に加入していたのだと思う。」

と供述していることから、申立人の同社Ｂ営業所に係る厚生年金保険被保険者

資格の喪失日を同日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ営業所における

昭和 34 年４月の社会保険事務所（当時）の記録から、１万円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について



は、事業主が届出を誤ったことを認めていることから、その結果、社会保険事

務所は、申立人に係る昭和 34 年５月の保険料について納入の告知を行ってお

らず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき

保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立

期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。



四国（高知）厚生年金 事案 1067 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ工場における

資格取得日に係る記録を昭和 38年３月 26日に訂正し、申立期間の標準報酬月

額を１万 6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住    所 ：  

          

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 38年３月 26日から同年４月１日まで 

Ａ社で勤務していた期間において、途中、退職することもなく継続して勤

務していたにもかかわらず、申立期間が厚生年金保険に未加入とされている

ため、申立期間を厚生年金保険加入期間として認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出のあった人事発令記録、雇用保険の加入記録、Ｄ健康保険組

合からの回答及び同僚の供述から判断すると､申立人は、Ａ社に継続して勤務

し（昭和 38 年３月 26日にＡ社から同社Ｃ工場に異動）、申立期間に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また､申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ工場における昭

和 38 年４月の社会保険事務所（当時）の記録から、１万 6,000 円とすること

が妥当である。 

なお、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料の事業主による納付義務の

履行については、Ｂ社の勤労厚生業務を管理しているＥ社は、不明と回答して

いるものの、同社が保管している申立人に係る「健康保険厚生年金保険被保険

者資格取得確認および標準報酬決定通知書」によると、その被保険者資格取得

日は、昭和 38 年４月１日と確認できることから、事業主は、同日を資格取得



日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年３月の保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生

年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  



四国（香川）厚生年金 事案 1070 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における資格喪失日に係る

記録を昭和 42 年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万 8,000 円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ：  

  生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

  住 所 ：  

  

  

  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年６月 30日から同年７月１日まで 

    昭和 42 年３月にＡ社に入社し、同年７月に同社Ｂ工場から同社Ｃ工場に

転勤した。引き続き勤務したにもかかわらず、厚生年金保険の被保険者記録

が１か月欠落しているので、確認の上、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及び同僚の供述等から判断すると､申立人がＡ社に継続

して勤務し（昭和 42年７月１日にＡ社Ｂ工場から同社Ｃ工場に異動）、申立期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られる。 

また､申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ工場における昭

和 42 年５月の社会保険事務所（当時）の記録から、１万 8,000 円とすること

が妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付した事実を確認できない

ため、納付したか否かについては不明としているが、事業主が厚生年金保険被

保険者の資格喪失日を昭和 42 年７月１日と届け出たにもかかわらず、社会保

険事務所がこれを同年６月 30 日と誤って記録するとは考え難いことから、事

業主が同年６月 30日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る同年６月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険

事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当し

た場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間

の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



四国（愛媛）厚生年金 事案 1071 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂサービスセンター（現在は、Ｃ

社）における資格取得日に係る記録を昭和 40 年４月１日に訂正し、申立期間

の標準報酬月額を２万 6,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

   住 所 ：  

 

 

 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年４月１日から同年５月１日まで 

        昭和 40 年４月１日付けでＤ社からＡ社Ｂサービスセンターに転勤となっ

たが、引き続き勤務していたにもかかわらず、厚生年金保険の被保険者記録

が１か月欠落しているので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認

めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｃ社から提出された給与基本情報の入退社日、雇用保険の加入記録及び複数

の同僚の供述から判断すると、申立人は申立てに係るグループ会社に継続し

て勤務し（昭和 40 年４月１日にＤ社からＡ社Ｂサービスセンターに異動）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂサービスセン

ターにおける昭和 40年５月の社会保険事務所（当時）の記録から、２万 6,000

円とすることが妥当である。 

一方、オンライン記録によれば、Ａ社Ｂサービスセンターは昭和 40年５月

１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間は適用事業所では

なかったことが確認できるものの、当該事業所に係る閉鎖登記簿謄本により、

同事業所は同年４月１日に法人として会社設立していることが確認できる上、

申立期間当時、同事業所に勤務していたと証言している同僚も７人いるほか、



同事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票から、同事業所が厚生年

金保険の適用事業所に該当することとなった同年５月１日において、厚生年

金保険の被保険者は 27 人であったことが確認できることなどを総合的に勘

案すると、同事業所は申立期間において、当時の厚生年金保険法に定める適

用事業所の要件を満たしていたものと判断される。 

 なお、申立人に係る申立期間の保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は不明としているが、申立期間は適用事業所として管理され

ていない期間であることから、社会保険事務所は申立人に係る申立期間の保

険料の納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生

年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



四国（徳島）国民年金 事案 495 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 47年４月、50年７月から 51年 10月までの期間、52年９月

から 55年８月までの期間、63年６月から平成３年８月までの期間及び４年６

月から同年９月までの期間の国民年金保険料については、納付していたもの

と認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

          

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 47年４月 

            ② 昭和 50年７月から 51年 10月まで 

            ③ 昭和 52年９月から 55年８月まで 

            ④ 昭和 63年６月から平成３年８月まで 

            ⑤ 平成４年６月から同年９月まで 

   申立期間①、②、③、④及び⑤について、父が国民年金の加入手続を行い、

Ａ村（現在は、Ｂ町）の納税貯蓄組合を通じて、家族の分と一緒に私の国民

年金保険料を納付していたにもかかわらず、私の記録のみ未納とされている

ので、調査の上、年金記録を訂正してほしい。 

  （注）申立ては、死亡した申立人の妹が、申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

 

 

 

 

 

     

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録において、申立期間①、②、③、④及び⑤に係る申立人の国

民年金の資格記録は平成15年３月10日に処理されていることが確認できる上、

Ａ村に係る国民年金被保険者台帳管理簿において、申立人の氏名は確認できな

いなど、申立人に国民年金手帳記号番号が払い出された事情はうかがえないこ

とから、当該処理時点までは、申立期間は、国民年金に未加入の期間であり、

申立人の保険料を納付していたとする申立人の父親は、申立期間の国民年金保

険料を納付できなかったものと考えられる。 

また、申立人の父親が国民年金保険料の集金担当として名前を挙げた者は、

「国民年金保険料の集金を行った時期は、昭和 42、43年頃から 45年頃までの

期間であったと記憶しており、申立人に係る国民年金保険料の集金については、



覚えていない。」旨回答しており、申立人の申立期間①、②、③、④及び⑤に

係る保険料の納付状況は不明である。 

さらに、申立人が居住していた地区の国民年金保険料を昭和 57 年頃から集

金していたとする者が確認できたところ、当該集金人から提出された申立期間

④及び⑤に係る納税貯蓄組合員別賦課額表において、申立人の両親に係る保険

料の集金記録と推認される記録は確認できるものの、申立人の保険料の集金記

録は確認できず、このほか、当該集金人が保管する他の資料からも申立人の保

険料納付に係る記録は確認できない。 

加えて、申立人が居住していた地区の納税貯蓄組合が口座を開設していたＣ

農業協同組合Ｄ支店は、「申立期間①、④及び⑤に係る納税貯蓄組合員別の国

民年金保険料に係る資料（納税貯蓄組合員別国民年金保険料）において、申立

人の氏名は見受けられない。」旨回答している。 

このほか、申立人の父親が申立期間①、②、③、④及び⑤の国民年金保険料

を納付していたことを示す関連資料(家計簿、確定申告書等)は無く、ほかに申

立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

  



四国（徳島）国民年金 事案 496 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36年 12月から 41年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

 住 所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年 12月から 41年３月まで 

   国民年金保険料については、最初から納めているので結婚してからも続け

るように母親から言われていたので、20 歳から加入しているはずだが、昭

和 36年 12月から 41 年３月までの期間に係る国民年金保険料が未納となっ

ているため、年金記録を訂正してほしい。 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、Ａ町に係る国民年金被保険者台帳管理簿

における申立人の同記号番号の前後の払出状況及び申立人に係る特殊台帳の

手帳交付年月日から、昭和 41年 11月頃に払い出されたものと推認でき、当該

払出時点では、申立期間のうち、36 年 12 月から 39 年９月までの期間の保険

料は時効により納付することができず、同年 10月から 41年３月までの期間の

保険料は過年度納付することは可能であったものの、申立人の供述からは過年

度納付を行った事情はうかがえないほか、同管理簿及び国民年金手帳記号番号

払出簿検索システムにおいて、申立人に対して別の同記号番号が払い出された

形跡は見当たらない。 

   また、申立人自身は国民年金の加入手続及び保険料納付にほとんど関与して

おらず、加入手続や保険料納付を行ったとする申立人の母親は既に亡くなって

いることから、申立期間における国民年金の加入状況及び保険料の納付状況が

不明である。 

さらに、申立期間は４年４か月と比較的長期間に及んでおり、申立期間にお

いて、長期間にわたり継続して行政機関が事務処理を誤ることは考え難い。 

このほか、申立人及びその母親が申立期間の国民年金保険料を納付していた

ことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険

料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 



四国（高知）国民年金 事案 497 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 42年９月から 50年 11 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年９月から 50年 11月まで 

  申立期間は個人事業所に勤めていたが、経済的に余裕が無かったため、同

居していた母親が私の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付し

ていたにもかかわらず未納とされているため、調査の上、年金記録を訂正し

てほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金受付処理簿によると、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和

52 年６月にＡ市で払い出されていることが確認できる上、国民年金被保険

者台帳及びＡ市の国民年金被保険者名簿において、申立人の国民年金被保険

者資格取得日は同年４月１日と記録されており、別の国民年金手帳記号番号

が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらないことから、申立

期間は国民年金に未加入の期間であり、制度上、国民年金保険料を納付でき

ない期間である。 

また、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に直接関与してい

ない上、その加入手続及び保険料の納付を行ったとする申立人の母親も、申

立期間当時の状況等について詳細には記憶しておらず、具体的な納付状況等

は確認できない。 

さらに、申立人が、申立期間に係る国民年金保険料を納付したことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



四国（香川）厚生年金 事案 1061 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

 氏    名 ： 女 

  基礎年金番号 ：  

  生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

  住    所 ：  

  

  

  

              

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 54年４月１日から同年 11月１日まで 

私は、高校卒業後すぐに、Ａ社に正社員として入社し、申立期間に勤務

した。家庭の事情により半年ほどで退社したが、申立期間は間違いなく同

社に在籍していたので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の回答及び申立人に係る雇用保険の被保険者記録から、申立人は、昭

和 54 年３月 26 日から同年 10 月 25 日までの期間において同社で勤務してい

たことが確認できる。 

しかしながら、申立人が同期入社の同僚として名前を挙げた者は、Ａ社の

回答によると、昭和 54年４月１日から同年 12月 31日まで同社に在籍してい

たことは確認できるものの、同社において厚生年金保険の被保険者資格を取

得したことは確認できない上、事業主は、「当社が保管している従業員の社

会保険料に関する帳簿に、申立人及び当該同僚の名前は見当たらない。」と

回答している。 

また、昭和 53 年８月頃にＡ社に入社したとする同僚は、「入社してすぐに

社会保険に加入したいと頼んでいたが、理由も教えてくれないまま、なかな

か加入手続を行ってくれなかった。」と供述しているところ、当該同僚の同

社における厚生年金保険の被保険者資格取得日は、54 年２月 26 日となって

いる上、55 年４月以降、労務管理を担当していたとする同僚は、「申立期間

当時は、入社後半年間は社会保険に加入させていなかったようだ。中には１

年近く加入させてもらえなかったと聞いたこともある。」と供述している。 

さらに、申立人、Ａ社の事業主及び複数の同僚が、申立期間当時の同社の

社員数は約 200 人であったと回答しており、当該期間の同社における厚生年

金保険被保険者数は、140 人程度であることを踏まえると、同社では、必ず

しも従業員全員を厚生年金保険に加入させる取扱いではなかったことがうか



がえる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

  



四国（愛媛）厚生年金 事案 1062 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 20年 12月 19日 

申立期間において、Ａ社から支給された賞与に係る標準賞与額の記録が

無いので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の破産管財人から提出された支給控除一覧表によると、申立人は、申

立期間において、同社から 15 万円の賞与の支払を受けていたことが確認でき

るものの、当該賞与に係る厚生年金保険料は０円と記載されており、当該賞

与から同保険料を控除されていたことが確認できない。 

また、申立人に係る平成 21 年度市県民税課税（所得）証明書においても、

社会保険料控除額が記載されていないことから、申立期間に支給された賞与

から厚生年金保険料を控除されていたことが確認できない上、申立人は、「一

旦会社を退職した後、契約社員として再雇用される際に、手取り額が少なく

ならないように、社会保険料は会社が全額負担するという契約になったと思

う。」と供述している。 

さらに、オンライン記録によると、Ａ社は、既に厚生年金保険の適用事業

所ではなくなっており、事業主からも回答が得られないことから、申立人の

申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び供

述を得ることができない。 

このほか、申立人の主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間について、申立人がその主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことを認めることはできない。 

  



四国（愛媛）厚生年金 事案 1064 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

  基礎年金番号 ：  

  生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

  住    所 ：  

  

  

  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 35年４月１日から 39年１月 30日まで 

   年金事務所で申立期間について年金記録を確認したところ、脱退手当金

を支給済みであるとの回答であったが、同手当金を受け取った覚えは無い

ので、調査の上、年金記録を訂正してほしい。 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が勤務していたＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿にお

いて、申立人の健康保険整理番号の前後の同僚女性 50 人のうち、申立人の厚

生年金保険被保険者資格喪失日である昭和 39 年１月 30 日の前後３年以内に

資格喪失し、脱退手当金の受給要件を満たす 23 人の支給記録を確認したとこ

ろ、16 人に脱退手当金の支給記録があり、そのうち 11 人が資格喪失日から

６か月以内に脱退手当金の支給決定がなされている上、当該同僚の１人が、

｢同社から退職時に脱退手当金について説明を受け、同社に請求手続を依頼し

て脱退手当金を受け取ったと記憶している。」と回答していること、及び同社

の申立期間当時の社会保険事務担当者が、「脱退手当金の手続は、退職時に本

人に受給の意思を確認した上で会社が代理で請求事務を行っていた。脱退手

当金は、本人が直接受領するように事務手続を行っており、会社から本人に

渡すことは無かった。」と回答していることを踏まえると、申立人についても

事業主による代理請求がなされた可能性が高いものと考えられる。 

 また、申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に

係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約２か月後の昭和 39 年３月 27 日

に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手当 

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

 これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



四国（香川）厚生年金 事案 1065（香川厚生年金事案 535の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住    所 ：   

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 24年３月１日から 27年 11月６日まで 

    年金記録を確認するため、社会保険事務所（当時）に期間照会したとこ

ろ、Ａ社Ｂ支部に勤務した昭和 24年３月１日から 27年 11月６日までの期

間について、脱退手当金が支給されているので年金として支給できないと

言われたが、私は脱退手当金を受領したという記憶が全く無く、納得でき

ないので、新たな資料、情報は無いが、再度調査の上、年金記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、申立人の厚生年金保険被保険者台帳の

保険給付記録欄には、脱退手当金が支給されたことを示す記録がされている

とともに、申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、一連の事

務処理に不自然さはうかがえない上、申立人から聴取しても受給した記憶が

無いというほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見

当たらないこと等から、既に年金記録確認香川地方第三者委員会（当時）の

決定に基づき、平成 22 年９月１日付けで年金記録の訂正は必要でないとす

る通知が行われている。 

今回、申立人は、新たな資料等の提出は無いが、平成 22 年９月１日付け

の通知に納得できないとして、再度申し立てている。 

ところで、年金記録確認第三者委員会は、「年金記録に係る申立てに対す

るあっせんに当たっての基本方針」（平成 19 年７月 10 日総務大臣決定）に

基づき、公正な判断を示すこととしており、判断の基準は、申立ての内容が

社会通念に照らし、「明らかに不合理ではなく、一応確からしい」こととさ

れている。 



   脱退手当金の申立事案は、年金の記録には脱退手当金が支給されたことに

なっているが、申立人は脱退手当金を受け取っていないというものである。

脱退手当金が支給されている場合は、所定の書面等による手続が必要とされ

ているが、本事案では保存期間が経過してこれらの書面等は現存していない。 

それゆえ、脱退手当金の支給を直接証明づけられる資料が無い下で、年金

の記録の真実性を疑わせるような記録内容の不自然な矛盾が存しないか、脱

退手当金を受け取っていないことをうかがわせる事情が無いかなどいわゆる

周辺の事情から考慮して判断をしなければならない事案である。 

本事案では、年金の記録の真実性を疑わせるような記録内容の不自然な矛

盾は見当たらず、厚生年金保険被保険者台帳の保険給付記録欄には、脱退手

当金が支給されたことを示す記録がある上、申立期間の脱退手当金は支給額、

月数及び平均標準報酬月額に計算上の誤りは無いことなどから、むしろ脱退

手当金が支給されていることをうかがわせる周辺事情が存在し、一方で、申

立人が脱退手当金を受け取っていないことをうかがわせる周辺事情が見当た

らない。 

したがって、申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないもの

と認めることはできない。 

 

  



四国（徳島）厚生年金 事案 1066 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

 住 所 ：  

   

   

   

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 43年６月３日から 46年３月 28日まで  

                         ② 昭和 46年 11月１日から 47年９月１日まで 

             ③ 昭和 47年９月１日から 48年２月 21日まで 

平成 22 年３月１日に 60 歳到達による年金手続の際に、年金記録を確認

したところ、Ａ社、Ｂ社及びＣ社に勤務していた申立期間について、脱退

手当金を受け取っている記録とされていることを知った。 

しかしながら、当時、脱退手当金の制度を知らなかった上、退職時に脱

退手当金を請求した覚えも、受け取った覚えもない。調査の上、年金記録

を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

年金事務所が保管する申立人に係る脱退手当金裁定請求書を見ると、住所

欄には、当初、Ｃ社在職時の住所が記載されていたが、同社を退職した後に

転居した住所に訂正されていることが確認できるところ、申立人が、「退職後、

Ｃ社と連絡を取ったことはない。」と供述していることを踏まえると、同社が

申立人の退職後の転居先住所を知り得ることは困難であったと考えられるこ

とから、申立人の意思に基づき、申立期間に係る脱退手当金の請求が行われ

たものと推認できる。 

また、Ｃ社に係る事業所別被保険者名簿の申立人の欄には、脱退手当金が

支給されたことを意味する「脱」に○印が付されていることが確認できる。 

さらに、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期

間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約２か月後の昭和 48 年４月

17 日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。

加えて、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手

 



当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

  



四国（高知）厚生年金 事案 1068 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

 住    所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年から 45年まで 

Ａ社の本店で住み込み、同社Ｂ支店でＣとして勤務し、給与から厚生年

金保険料を控除されていたにもかかわらず、厚生年金保険の加入記録が無

い。申立期間のうち３年ぐらい勤務していたので、年金記録を訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち昭和 41年４月１日から 43 年７月 31日までの期間、Ａ社に

おける雇用保険の被保険者記録が確認できることから、少なくとも当該期間

について、申立人は同社で勤務していたと考えられる。 

しかしながら、オンライン記録によると、Ａ社は、昭和 53 年４月１日に厚

生年金保険の適用事業所となっており、申立期間当時は、適用事業所でなか

ったことが確認できる。 

また、申立人が一緒に勤務をしていたと供述している同僚６人について、

申立期間における厚生年金保険の被保険者記録は確認できない上、当該同僚

のうち２人は、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所になった日に同被保険者資

格を取得しており、それまでは、国民年金に加入していることが確認できる。 

さらに、Ａ社は、平成７年５月１日に厚生年金保険の適用事業所ではなく

なっている上、申立期間当時の事業主も既に死亡しており、申立人の申立期

間における厚生年金保険料控除について確認できない。 

加えて、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

  



四国（香川）厚生年金 事案1069 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和23年生 

 住        所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和47年３月１日から48年１月１日まで 

            ② 昭和48年１月16日から同年４月６日まで 

            ③ 昭和50年１月27日から52年８月26日まで 

私は、申立期間①について、Ａ社Ｂ支社に勤務し給料は手取りで10万円

以上支給され、申立期間②について、Ｃ社に勤務し給料は手取りで12万円

から13万円支給され、申立期間③について、Ｄ社に勤務し給料は手取りで

10万円ぐらい支給されていたにもかかわらず、各申立期間に係る厚生年金

保険被保険者記録の標準報酬月額が低く記録されている。  

調査の上、申立期間の標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、Ａ社Ｂ支社から提出された申立人に係る健康保険

厚生年金保険失業保険被保険者台帳の写しによれば、申立人の標準報酬月

額は、昭和47年３月１日は２万8,000円、同年10月１日は３万9,000円と記

載されており、厚生年金保険被保険者原票及びオンライン記録の標準報酬

月額と一致している上、前述の被保険者台帳に記載されている厚生年金保

険料控除額も当該記録と一致している。 

また、Ａ社Ｂ支社に係る厚生年金保険被保険者原票及びオンライン記録

において、厚生年金保険の被保険者記録が確認できる同僚10人に文書等に

よる照会を行った結果、申立人が記憶する同僚を含む７人から回答が得ら

れたが、同社における自身の標準報酬月額が相違している旨の供述は得ら

れない。 

さらに、Ａ社Ｂ支社に係る申立人の厚生年金保険被保険者原票において、

申立期間の標準報酬月額が遡及して訂正された形跡は無く、当該記録に不



自然な点は見当たらない。 

 ２ 申立期間②について、Ｃ社は、「社員の勤務状況に応じて適正に厚生年

金保険、健康保険等の加入手続を行っていた。ただ、関係書類については

保管しておらず当時の状況は確認できない。」と回答しており、厚生年金

保険料控除額を確認できない。 

また、Ｃ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿及びオンライン記

録において、厚生年金保険の被保険者記録が確認できる同僚11人に文書等

による照会を行った結果、そのうち７人から回答が得られたが、同社にお

ける自身の標準報酬月額が相違している旨の供述は得られない。 

さらに、Ｃ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立

人の申立期間の標準報酬月額が遡及して訂正された形跡は無く、当該記録

に不自然な点は見当たらない。 

 ３ 申立期間③について、Ｄ社は、平成23年１月５日に厚生年金保険の適用

事業所に該当しなくなっている上、同社の元事業主に文書照会したところ、

「既に倒産し、一切の資料は無い。申立人のことは分からない。」と回答

しており、申立人に係る厚生年金保険料控除額を確認できる関連資料及び

供述は得られない。 

また、Ｄ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票及びオンライン記

録において、厚生年金保険の被保険者記録が確認できる同僚15人に文書等

による照会を行った結果、申立人が記憶する同僚を含む９人から回答が得

られたが、同社における自身の標準報酬月額が相違している旨の供述は得

られない。 

さらに、Ｄ社に係る申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票におい

て、申立期間の標準報酬月額が遡及して訂正された形跡は無く、当該記録

に不自然な点は見当たらない。 

４ このほか、申立期間①から③までについて、申立人の主張する標準報酬

月額に基づく厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺

事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間①から③までについて、その主張する標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料を各事業主により給与から控除されていたことを認め

ることはできない。 

 

 

 
 




